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2023年11月17日 

 

株式会社デンソー 

  



2023 年 11 月 17 日 

 

 

吸収合併に係る事前開示事項 

 

愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地 

株式会社デンソー 

代表取締役 林 新之助 

 

株式会社デンソー（以下「デンソー」といいます。）を吸収合併存続会社、株式会社エヌエス

アイテクス（以下「エヌエスアイテクス」といいます。）を吸収合併消滅会社とする吸収合併

（以下「本合併」といいます。）を行うに際して、会社法第 794 条第 1 項及び同法施行規則第

191 条に基づき開示すべき事項は、以下のとおりです。 

 

１．吸収合併契約の内容 

 

別紙 1に記載のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

 

  完全親子間会社の合併につき、合併対価の交付はありません。 

 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社（エヌエスアイテクス）に関する事項 

 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

 

別紙 2に記載のとおりです。 

 

(2) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

    

   該当事項はありません。 



５．吸収合併存続会社（デンソー）に関する事項 

 

(1)最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社

財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

  該当事項はありません。 

 

６．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社（デンソー）の債務の履行

の見込みに関する事項 

 

最終事業年度の末日（2023年３月31日）現在のデンソー及びエヌエスアイテクスの

資産、負債及び純資産の状況は、下表のとおりです。 

デンソーにつきましては、2023年４月１日以降本日まで、本合併の効力発生日以後

におけるデンソーの債務の履行の見込みに重要な影響を及ぼすような事態は生じてお

らず、また、本合併の効力発生日の前日までにこれらの額が大きく変動することは予

測されておりません。 

次に、エヌエスアイテクスにつきましても、2023年４月１日以降本日まで、本合併

の効力発生日以後におけるエヌエスアイテクスの債務の履行の見込みに重要な影響を

及ぼすような事態は生じておらず、また、本合併の効力発生日の前日までにこれらの

額が大きく変動することは予測されておりません。 

したがって、本合併の効力発生日以後におけるデンソーの資産の額は負債の額を十

分に上回る見込みです。また、本合併の効力発生日以後においてデンソーの債務の履

行に支障を及ぼす又はその可能性がある事情は、現在のところ認識されておりませ

ん。従って、本合併の効力発生日以後におけるデンソーの債務について、履行の見込

みはあると判断しております。 

 

（単位；百万円） 

 資産の額 負債の額 純資産の額 

デンソー 7,408,662 2,828,951 4,579,711 

エヌエスアイテクス 6,121 12,450 ▲6,329 

 

以 上 

  



 

 

 

 

 

別紙１ 

 

 

吸収合併契約の内容 
  











 

 

 

 

 

 

別紙２ 

 

 

エヌエスアイテクスの最終事業年度の 

計算書類等 
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自 令和  4年  4月  1日

至 令和  5年  3月 31日

株式会社エヌエスアイテクス

東京都港区港南二丁目16番4号
品川グランドセントラルタワー

第 期



負債の部

科     目

【流動負債】

短期借入金

未払金

未払法人税等

預り金

未払費用

賞与引当金

【固定負債】

長期借入金

負債の部合計

金     額

】【 8,139,595

2,075,320

5,628

530

5,772,919

214,279

70,918

】【 4,310,845

4,310,845

12,450,440

純資産の部

科     目

【株主資本】

【資本金】

【資本剰余金】

資本準備金

【利益剰余金】

（その他利益剰余金）

繰越利益剰余金

純資産の部合計

負債・純資産の部合計

金     額

△6,328,959】【

100,000】【

100,000】【

100,000

△6,528,959】【

△6,528,959）（

△6,528,959

△6,328,959

6,121,480

科     目

資産の部

【流動資産】

現金及び預金

売掛金

未収入金

前払費用

未収消費税等

【固定資産】

（有形固定資産）

建物

その他工具器具備品

建設仮勘定

（無形固定資産）

ソフトウェア

ソフトウェア仮勘定

（投資その他の資産）

その他投資有価証券

その他

繰延税金資産

資産の部合計

金     額

601,311】【

500

104,805

385,455

51,882

58,668

5,520,169】【

112,486）（

26,642

84,005

1,838

455,656）（

4,730

450,926

4,952,026）（

4,122,798

601,621

227,606

6,121,480

(単位：千円)

貸 借 対 照 表

株式会社エヌエスアイテクス

令和  5年  3月 31日　現在



科     目

【売上高】

売上高

【売上原価】

当期製品製造原価

売上総利益

【販売費及び一般管理費】

営業利益

【営業外収益】

為替差益

その他

【営業外費用】

支払利息

固定資産関係費用

経常利益

税引前当期純利益

法人税,住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

額金

117,814117,814

1,620,7871,620,787

△1,502,972

338,086

△1,841,058

972

319,787318,814

12,013

12,597584

△1,533,869

△1,533,869

△325,943

△126,637

△1,081,288

(単位：千円)

損 益 計 算 書

株式会社エヌエスアイテクス

自 令和  4年  4月  1日  至 令和  5年  3月 31日
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1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１） 資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
　市場価格のないもの　・・・　移動平均法による原価法

（2） 固定資産の減価償却方法
有形固定資産（リース資産を除く）　・・・　定率法

ただし、建物及び構築物については、定額法を採用しております。
無形固定資産（リース資産を除く）　・・・　定額法

ただし、市場販売用目的ソフトウェアについては、見込販売収益に基づく方法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアにつきましては、社内における見込利用可能期間（5年間）に基づく
定額法によっております。

（3） 引当金の計上基準
賞与引当金　・・・　従業員等の賞与の支出に備えるために、会社が算定した当事業年度に負担すべき
　 支給見込額を計上しております。

（4） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理　・・・　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
グループ通算制度の適用　・・・グループ通算制度を適用しております。

2. 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額

3. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における発行済株式数

普通株式 2,000株

4. その他の注記
記載金額につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

個　別　注　記　表

242,753千円


